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ユーザによるソフトウェア価格算出を考慮した
技術者単価の推定支援
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概要：ソフトウェアを購入する企業にとって，ソフトウェアの価格は非常に重要である．受託開発ソフト
ウェアにおいて，価格の妥当性を判断するために，ソフトウェア開発工数に技術者単価を乗じて価格を推
定することが行われる．単価を乗じる際には，プロジェクトマネージャなどの各役割の技術者の参画割合
を知る必要がある．ただし一般的にソフトウェア購入企業は，技術者の参画割合を知っているとは限らな
い．そこで本研究では，技術者の参画割合を用いずに，単価の推定を支援することを目的とする．そのた
めに，単価に影響する要因を明らかにするとともに，要因が変化した場合，単価がどの程度変化するのか
についても示す．分析では企業横断的に収集されたソフトウェア開発プロジェクトデータ 477件から，欠
損値をリストワイズ除去した 99件を対象に重回帰分析するとともに，ペアワイズ除去した 220から 446
件のプロジェクトを用いて二変量解析した．分析の結果，開発言語や基本設計工程の契約形態などが単価
に影響していることが分かった．
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Abstract: Price of software is very important for software user companies. On custom software develop-
ment, to validate the price of software, price is sometimes estimated with multiplying software development
effort by unit cost of software engineers. To multiply the unit cost, we should know the participation rate of
developers based on their roles such as project manager. However, software user companies do not always
know such rate. Hence, the goal of our study is to support unit cost estimation without using the rate of
developers. To achieve the goal, we clarified factors which affect the unit price, and showed the distribution
of the unit price on each factors. In the analysis, using 99 data points where missing values were eliminated
by listwise deletion, we applied multiple linear regression. Additionally, we applied bivariate analysis, using
220 to 446 data points where pairwise deletion was applied. As a result, we clarified the relationships between
the unit price and some factors such as programming language and contract type on the basic design phase.
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1. はじめに

ソフトウェアを購入する企業にとって，ソフトウェアの

価格は非常に重要である．企業が購入するソフトウェアと

して，パッケージソフトウェアと受託開発ソフトウェアが

存在する．前者はワードプロセッサや表計算ソフトなどの

汎用性の高いソフトウェアであり，市場に流通しているソ

c© 2022 Information Processing Society of Japan 960



情報処理学会論文誌 Vol.63 No.4 960–972 (Apr. 2022)

フトウェアを購入して利用する．後者は企業ごとの異なる

業務フローに対応した個別性の高いソフトウェアであり，

ソフトウェア開発企業（受託者）にユーザ（委託者）が発

注して開発が行われる．経済産業省が 2018年に行った調

査によると，ソフトウェア開発企業の売上高ベースで，受

注ソフトウェア開発の割合は 81.8%であるのに対し，ソフ

トウェアプロダクツ（パッケージソフトウェア）の割合は

18.2%であり，前者が大部分を占める [4]．

パッケージソフトウェアの場合，市場に流通しているた

め，同等の機能を持つソフトウェア間の価格を比較し，価

格の妥当性を判断することができる．これに対し，受託開

発ソフトウェアの場合，受託者と委託者が個別に契約して

作成されるため，他社で使われているソフトウェアの価格

や機能を知ることができず，同等の機能を持つソフトウェ

アを比較して価格の妥当性を判断することが困難である．

そのため受託開発ソフトウェアの価格を，ソフトウェア

開発工数に技術者単価を乗じることにより推定する場合が

ある（官公庁の調達では原価計算方式と呼ばれる）．たと

えば政府が作成した「デジタルガバメント推進標準ガイド

ライン」[9]では，価格妥当性を確認できるように，工数，

単価などの積算内訳を明確にすることが求められている．

また，著者らの研究 [12]でも，工数と技術者単価を推定で

きれば，高精度で価格を推定できることを示している．さ

らに，情報サービス産業協会（JISA）の価格モデル [2]で

も，工数（モデル中では「生産量」×「生産性」で定義）と
技術者単価に基づき，価格を決定している．

上記で述べたような，従来の価格推定方法では，プロ

ジェクトマネージャ，プログラマなどの各役割別の技術者

単価を参照し，それぞれの役割の技術者が何%参画してい

るかにより単価を決定することを前提としている．たとえ

ばプロジェクトマネージャとプログラマがそれぞれ 50%ず

つ参画している場合，参画割合を重みとして単価を加重平

均して算出する．ただし一般的に委託者は，各役割の技術

者参画割合を知ることができるとは限らず，仮に知ること

ができたとしても，その参画割合が妥当かどうかを検討す

る必要がある．

そこで本研究では，従来の価格推定方法を利用すること

を前提としつつ，技術者の参画割合を用いずに，技術者単

価の推定をできるだけ少ない誤差で行うことを支援するこ

とを目的とする．そのために，単価に影響する要因を明ら

かにするとともに，要因が変化した場合，単価がどの程度

変化するのかについても示す．

分析では企業横断的に収集されたソフトウェア開発プロ

ジェクトのデータを用いつつ，上記要因を明らかにするた

めに，単価を目的変数，プロジェクトの特徴を示す属性（開

発言語など）を説明変数として，欠損値を含まない（欠損

値をリストワイズ除去した）プロジェクトを用いて重回帰

分析を行った．その後，要因の変化にともなう単価の変化

を示すために，ペアワイズ除去したプロジェクト（3.2節で

詳述）を用いて二変量解析し，箱ひげ図を用いて分析した．

以降，2章では本研究と関連する研究について述べる．

3章では分析で用いたデータの詳細について説明し，4章

ではデータを分析した結果得られた，単価の影響要因と，

要因ごとに見た単価の分布について明らかにする．5章で

は妥当性の脅威について検討するとともに，研究結果の活

用方法について説明する．6章ではまとめと今後の展望に

ついて述べる．

2. 関連研究

これまで受託ソフトウェア開発の価格に関する研究は少

なく，特に技術者の単価に影響する要因についてはほとん

ど分析されていない．著者らによる研究 [12]では，受託ソ

フトウェア開発において，技術者単価に影響する可能性の

ある要因（価格推定モデルの説明変数の候補）をいくつか

示している．ただし，相関係数（二変量解析）でのみ分析

しており，重回帰分析を用いていないため，要因間の相互

関係は考慮していない．また，単価の基準となる値（中央

値や箱ひげ図）をいっさい示していないため，受託者が文

献 [12]を用いて単価を推定することはできない．さらに，

文献 [12]で用いているデータは 31件であるのに対し，本

研究では 3.2節で詳述するように重回帰分析では 99件，二

変量解析では最小で 220件，最大で 446件の大規模データ

を用いており，分析結果の外的妥当性がより高いと考えら

れる．

パッケージソフトウェアの価格を決定するための方法は

いくつか提案されている [5], [8]．ただし，これらは開発者

が最大の利益を得るために用いるモデルであり，受託開発

ソフトウェアの価格の妥当性判断に用いることはできない．

たとえば文献 [5]では，価格などの影響により，あるパッ

ケージソフトウェアを購入する人数や海賊版を入手する人

数がどう変化するかをモデル化し，ソフトウェアライフサ

イクル全体で，ソフトウェア開発企業の利益を最大にする

にはどのように価格設定すべきかを示している．文献 [8]

では，あるソフトウェアをインストールしたコンピュータ

数に基づくライセンス，ソフトウェア利用中のユーザ数に

基づくライセンス，利用するユーザ数を変化させたシミュ

レーションモデルを提案し，シミュレーションの結果に基

づき，後者の価格は前者の価格の 2倍にすべきであること

などを示している．

また，（組込み系の）受託開発ソフトウェアの原価率（売

上に対する原価の割合）に影響する要因を分析した研究 [13]

があるが，原価率と価格は直接の関係がなく，価格の妥当

性判断に用いることはできない．委託側がコストを見積も

るためには，工数見積りモデル [1], [6], [11]が多用される．

ただし，利益や技術者単価をどのように設定するかについ

てはモデルに含まれていないため，それらのモデルをその
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まま受託側が用いても価格を推定することはできない．

3. 分析に用いたデータ

3.1 概要

分析に用いたデータは，財団法人経済調査会により 2001

年から 2018年にかけて収集されたものであり，2,225件の

ソフトウェア開発プロジェクトのデータが含まれている．

システムの適用分野は，サブセット Aではプロジェクトの

84%が事務系，8%が制御系，8%がその他であり，サブセッ

ト Bでは 96%が事務系，4%が制御系である（サブセット

A，Bについては次節で詳述）．

表 1，表 2 にデータに含まれる業種と開発言語の割合を

示す．業種では製造業の最も割合が高い（サブセット Aで

22%，Bで 26%）が，偏りは比較的小さいといえる．開発

言語では Javaが最も割合が高い（サブセットAで 25%，B

で 35%）が，こちらも比較的偏りは小さいといえる．表 3，

表 4 に実績 FP，技術者単価の基本統計量を示す．実績 FP

の最大値と標準偏差を除き，サブセット Aと Bとではこ

表 1 データに含まれる業種の割合

Table 1 Percentages of each business sector on the dataset.

表 2 データに含まれる開発言語の割合

Table 2 Percentages of each programming language on the

dataset.

表 3 サブセット Aにおける実績 FPと技術者単価の基本統計量（実

績 FP：220 件，技術者単価：477 件）

Table 3 Basic statistics of actual FP and unit cost of engi-

neers on the subset A (Actual FP: 220 data points,

unit cost of engineers: 477 data points).

れらの変数の分布に大きな差はないといえる．また，技術

者単価の最小値と最大値より，単価が異常に低い，または

高いプロジェクトは含まれていないことが分かる．

3.2 データの抽出条件

プロジェクトの条件を揃えるため，開発 5工程（要求分

析から総合テストまでの 5 つの工程）が実施されている

プロジェクトのみを分析対象とした．また，技術者単価を

分析対象とするため，単価の算出に必要なソフトウェア開

発見積金額と見積開発工数（時間）が記録されているプロ

ジェクトを分析対象とした．その結果，477件のプロジェ

クトが抽出された．

477件のプロジェクトから OS種別と 4章で説明する変

数がすべて記録されている 99件のプロジェクトを抽出し

（リストワイズ除去），それらを用いて 4.2節で重回帰分析

した．抽出したデータ間の関係を図 1 に示す．以降では，

図に示すように 477件のデータをサブセット A，99件の

データをサブセット Bと呼ぶ．

4.3節から 4.11節の二変量解析では，サブセット Bを用

いて分析するとともに，サブセット Bが偏った傾向を持っ

ていないかを確かめるために，サブセット Aについても分

析し，同様の傾向が見られるかを確かめた．そのために，

サブセット Aから欠損値をペアワイズ除去した 220から

446件のプロジェクトを用いた．ペアワイズ除去とは，着

目する 2変量に欠損値が含まれていないプロジェクトを抽

出する方法である．たとえば表 5 のようなデータ（「-」は

欠損値を表す）があり，プロジェクト件数の少ないサービ

ス業と COBOLは分析対象外，すなわち欠損値扱い（次節

で説明）にするとする．このデータを用いて業種と単価の

表 4 サブセット Bにおける実績 FPと技術者単価の基本統計量（実

績 FP，技術者単価とも 99 件）

Table 4 Basic statistics of actual FP and unit cost of engi-

neers on the subset B (Both actual FP and unit cost

of engineers: 99 data points).

図 1 抽出したデータ間の関係

Fig. 1 Relationships between extracted subsets.
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表 5 ペアワイズ除去の例

Table 5 An example of pairwise deletion.

表 6 分析から除外されるプロジェクトと変数の例（サブセット B

を用いた場合）

Table 6 An example of removed projects and variables on the

analysis (when the subset B is used).

関係を分析する場合，それらが欠損していないプロジェク

ト（「業種分析」が「Y」のプロジェクト）4件を分析対象

とした．同様にして，言語と単価を分析する場合，「言語分

析」が「Y」のプロジェクト 3件を分析対象とした．サブ

セット Aを用いて二変量解析した（ペアワイズ除去後の）

プロジェクト件数は，4.3節から 4.11節の図の見出しに示

した．

3.3 カテゴリ変数の扱い

ソフトウェア開発言語については，類似の言語について

はまとめて 1つの区分として扱った（C，C++，VC++，

C#など）．また，ソフトウェアの対象業種と開発言語お

いて，プロジェクト件数の少ない区分については分析か

ら除外した（前者ではサービス業など，後者では COBOL

など）．

業種を例に用いて説明すると，二変量解析（4.10節の分

析）では，表 6 のようにカテゴリ数の少ないサービス業を

含むプロジェクト（Project C）を除外して分析を行った．

これに対し重回帰分析（4.2節の分析）では，サブセット B

に含まれる 99件すべてを用いた．すなわち表 6 のように

サービス業を表すダミー変数（該当する場合は 1，該当し

ない場合は 0の値をとる）は除外したが，業種自体は記録

されているプロジェクト（Project Cを含めた，表で示さ

れているプロジェクト）はすべて利用した．

その結果，4.10節のサブセット Bを用いた業種の分析で

は 74件，4.5節のサブセット Bを用いた開発言語の分析で

は 65件のプロジェクトを用いた．その他の二変量解析を

行った節（4.3節から 4.11節）でのサブセット Bを用いた

分析では，99件のプロジェクトすべてを用いている．

3.4 分析用変数の定義

本研究では，原価計算方式（1章参照）を前提とすると，

適正な技術者単価 uは見積もり時点の金額 pと工数 eに基

づくと考えられるため，以下のように技術者単価を定義し

た．すなわち，技術者単価の単位は技術者 1名の 1カ月あ

たりの金額（金額の単位は 100万円）となる．

u = p/e (1)

分析に用いたデータでは，プロジェクトマネージャ，プ

ログラマなどの各役割の技術者が，開発の各工程に何%参

画しているか（各工程において，何%が各役割の工数か）が

記録されている．たとえば，設計ではシステムエンジニア

が 60%，プログラマが 40%参画（合計 100%）参画してい

るなどが記録されている．よって，たとえばプログラマの

総参画割合 pa（開発の全工数において，何%がプログラマ

の工数か）は，以下のようにして，これらの割合に対し，各

工程の比率を乗じた値を合計することにより求められる．

pa = rrpr + rdpd + rmpm + rtpt (2)

ここで rr，rd，rm，rt はそれぞれ要求分析，設計，製造，

テストの工程比率を示し，pr，pd，pm，ptはそれぞれの工

程におけるプログラマの参画比率を示す．

分析では，要求分析比率などの各工程の比率については

中央値を用いた．具体的には，文献 [3]に新規案件と改造

案件それぞれの各工程の比率の中央値が示されており，そ

れらを各工程の比率として用いた．データに含まれるプロ

ジェクトでは新規案件が多かったため，新規案件かどうか

が不明なプロジェクト 18件（全体の 0.8%のプロジェクト）

については，新規案件として各工程の比率を用いた．これ

らにより，各役割の技術者の総参画割合（プロジェクトマ

ネージャ総参画割合，プログラマ総参画割合など）を算出

した．

なお，新規案件か改造案件かを示す「案件区分」は 4.2節

で後述する 3（プロジェクト体制）に該当するため，同節

の予備分析では用いている．ただし分析の結果，単価との

関連が弱かった（表 8 に含まれるどの変数よりも関連が弱

かった）ため，予備分析より後の分析には含めていない．

4. 技術者単価の要因と基準値

本研究では，プロジェクトマネージャなど役割別の参画

割合を，受託者が知らないことを前提としているため，役

割別の技術者単価を求めることは目的としていない．1章

で述べた，技術者単価の推定をできるだけ少ない誤差で行

うことを支援するという「研究目的」を達成するためには，

以下の「分析目的」が必要となる．

• 分析目的 1：技術者単価は，（参画割合以外の）どの要

因に着目すると推定可能なのか？

• 分析目的 2：要因別に見た場合，技術者単価の基準値
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（中央値と分布）はどうなっているのか？

技術者単価が何らかの要因に影響されている場合，その

要因に着目すると，より少ない誤差で単価を推定すること

ができる．たとえば技術者単価の中央値を 0.9万円であり，

図 8 のように「アナリストの経験と能力」（4.6節で後述）

が 1段階上がるごとに，単価が 0.8万円から 0.1万円上昇す

る傾向があるとする．このとき，あるプロジェクトの「ア

ナリストの経験と能力」が 5の場合，中央値を用いて 0.9

万円と単価を推定するよりも，「アナリストの経験と能力」

に基づいて 1.2万円と推定することにより，より誤差が小

さくなる．

「アナリストの経験と能力」のような要因を明らかにす

ることは，分析目的 1に対応する．また，「0.8万円から 1

段階上がるごとに単価が 0.1万円上昇する傾向」を明らか

にすることは，分析目的 2に対応する．

「研究目的」である，「価格推定の誤差を小さくする」こ

とを達成するためには，四分位範囲（単価の上位 25%と下

位 25%．箱ひげ図の箱で示される範囲）などの単価の分布

も重要となる．単価の分布を明らかにすることは分析目的

2に対応する．

たとえば，「発注要件の明確度と安定度」が 1の場合，図 10

のように単価の中央値は 1.15万円，「言語」がC/C++/VC

の場合，図 6 のように中央値は 0.9万円であるとする．ま

た，四分位範囲（箱の上辺と下辺）より，「発注要件の明確

度と安定度」が 1のプロジェクトの 50%は単価が 0.8から

1.8万円であり，「言語」が C/C++/VCのプロジェクトの

50%は単価が 0.8から 1.0万円であるとする．

このとき，あるプロジェクトの「発注要件の明確度と

安定度」が 1であり，「言語」が C/C++/VCであるなら

ば，このプロジェクトは両方の条件にあてはまっている

ため，単価は C/C++/VCプロジェクトにおける四分位範

囲である 0.8から 1.0万円に含まれる確率が高い（単純に

は 50%の確率で含まれる）．そこで単価として，「言語」が

C/C++/VC の場合の中央値 0.9万円を採用するほうが，

誤差が小さくなることが期待される．

なお，これは単価を簡易的に推定する方法であり，実際

の単価は「発注要件の明確度と安定度」が 1のプロジェク

トの 50%は単価が 0.8から 1.8万円の範囲に含まれている

可能性もある．そのため 5.2節で述べているように，推定

価格を絶対視しすぎるべきではないことに注意が必要であ

る．また，上記説明では説明を容易にするためにサブセッ

ト Bから得られた図を用いているが，実際には 5.2節で述

べるようにサブセット Aから得られた図を用いる．

以降，4.2節の分析は，分析目的 1を達成するために行っ

た．4.1節の分析は，分析目的 1を達成する際に「会社規

模に着目しなくてもよい」ことを明らかにするために行っ

た．さらに，分析目的 2を達成するために，4.2節で明らか

にした要因に基づいて 4.3節から 4.11節の分析を行った．

表 7 技術者単価との相関係数

Table 7 Correlation coefficients to unit cost of engineers.

4.1 会社規模と技術者単価との関係

技術者の所属する会社規模（従業員数）と技術者単価に

は関連がある可能性がある．そこで，スピアマンの順位相

関係数を用いて従業員数と技術者単価との関連を確かめ

た．従業員数，IT技術者数（4段階の数値で，数値が大き

いほど IT技術者が多いことを示す）と単価との相関係数

を表 7 に示す．それぞれ正の相関であり p値は 0.05を下

回っていたが，ともに単価に対する相関係数は小さかった．

ソフトウェア開発プロジェクトには従業員数以外にも単

価に影響すると考えられる特性が含まれている．たとえば

プログラミング言語はプロジェクトによって異なり，また，

ソフトウェアの対象業種もプロジェクトごとに異なる．次

節で詳細に説明するが，それらの複数の特性を同時に考慮

するために，重回帰分析を用いると，会社規模は説明変数

として採用されなかった．これは，技術者単価を推定する

ためには，会社規模は必須ではなく，その他の特性があれ

ば推定可能であることを示している．

なお，従業員数と IT技術者数を説明変数として，重回

帰分析を行うと，R2 は 0.03となった．このことからも，

従業員数だけを基準に技術者単価を推定することは困難で

あるといえる．

4.2 重回帰分析による技術者単価の要因の特定

本節では，ソフトウェア開発プロジェクトにおける複数

の要因（ソフトウェアの対象業種や開発言語など）を同時

に考慮するために，技術者単価を説明変数として重回帰分

析を行った．以下を直接的，または間接的に示すものを説

明変数の候補とした．

1. 開発対象ソフトウェアの特徴

2. 技術者に求められるスキル

3. プロジェクト体制

4. その他，単価を変動させる要因

項目 1は，たとえば「業種」や「開発言語」であり，こ

れは項目 2，項目 3に影響し，そこから単価に影響すると

考えられる．項目 2は，たとえば「アナリストの経験と能

力」であり，スキルの高低が単価に影響しうる．項目 3は

「各役割の技術者の参画割合（3章で定義）」であり，たと

えばプログラマの参画割合が高いと，単価が低くなる可能

性などがある．項目 4は，たとえば「契約形態」であり，

コスト増のリスクを考慮して単価を高めに設定するなど，

単価への影響がありうる変数である．

これらの候補すべてを用いて変数選択法を適用すると，
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表 8 各変数と技術者単価との関連

Table 8 Relationships between unit cost of engineers and each

variable.

表 9 予測精度の比較

Table 9 Comparison of prediction accuracy.

リストワイズ除去（欠損値が 1 つでも含まれるケースは

除外される）により，用いることができるケースが非常に

少なくなる．そのため，予備分析により変数を絞り込み，

その後に変数選択法により説明変数を絞り込んだ．その結

果，表 8 に示す変数が採用された．以降では，標準化偏回

帰係数（技術者単価への影響）が大きかった変数順に詳細

に説明する．

PG合計（技術者の参画割合）など，一部の説明変数は委

託者が知ることができるとは限らないが，一方でそれらの

変数を考慮せずに，技術者単価の影響要因を正しく分析す

ることはできないため，説明変数に含めた．ただし 5.2節

で後述するように，委託者が表 8 に示す変数の一部しか知

らない場合でも，分析結果を活用することが可能である．

モデルの説明力を表す R2 は 0.44となり，若干 0.5を下

回っていた．モデルの説明力を別の方法で評価するため，

技術者単価の予測を行い，技術者単価の平均値を用いた

場合と比べて，どの予測精度が高まるのかどうか（予測

誤差が小さくなるのかどうか）を確かめた．予測精度の

評価指標として，BRE（Balanced Relative Error）を採用

した．BRE [7]は評価指標として広く用いられており（文

献 [6], [10]など），直感的には相対的な誤差を表している．

BRE の算出にはリーブワンアウト法を用いた．

予測精度の評価結果を表 9 に示す．表に示すように，重

回帰分析による予測のほうが，平均値による予測よりも誤

差が小さくなっていた．このため，前者のほうが後者より

も説明力があり，より技術者単価の推定に適しているとい

える．ただし，その差はあまり大きなものではないことに

注意が必要である．

4.3 契約形態との関係

ソフトウェア開発では，開発工程ごとに契約形態が異な

図 2 契約形態と技術者単価との関係（サブセット B）

Fig. 2 Relationship between contract types and unit cost of

engineers (Subset B).

図 3 契約形態と技術者単価との関係（サブセット A：285 件）

Fig. 3 Relationship between contract types and unit cost of

engineers (Subset A: 285 data points).

る場合がある．たとえば要件定義工程では，どの程度開発

工数が必要となるかが未確定の部分があるため，委任契約

で実施する場合がある．逆にソフトウェアのプログラムを

実際に作成する製造工程では，どんなソフトウェアを作る

かの設計が確定しており，開発時間に関して不確定要因が

小さいため，請負契約で行う場合がほとんどである．

表 8 の結果より，基本設計工程が請負か委任かが，技

術者単価に影響しており，かつ単価への影響が最も大きい

といえる．なお，73%（477件の全プロジェクトにおいて

は 73%）のプロジェクトが，請負契約であった．偏回帰係

数が負であることから，この工程が請負契約の場合，技術

者単価が低くなるといえる．ソフトウェア開発に不確定要

素が多い場合に，設計工程を委任契約にすることが考えら

れ，リスク発生時を考慮して単価が高くなっている可能性

がある．

サブセット B（重回帰分析のデータのみ）を用いた場合

と，サブセット A（すべてのデータ）を用いた場合の，技

術者単価と契約形態との関係を図 2，図 3 に示す．どちら

の場合においても，委任契約の場合，単価が高くなってい

た．すなわち，重回帰分析のデータは特に偏っておらず，

分析結果は妥当であると考えられる．
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図 4 プログラマ総参画割合と技術者単価との関係（サブセット B）

Fig. 4 Relationship between percentage of whole participation

of programmers and unit cost of engineers (Subset B).

4.4 プログラマ総参画割合との関係

3章の定義に基づくと，たとえばプログラマ総参画割合

は，開発に必要な作業時間（工数）のうち，何%をプログ

ラマが担当しているかを表している．一般に役割によって

技術者単価が異なり，たとえばプログラマの総参画割合が

増えると，プロジェクト全体の技術者単価の平均値（本研

究における技術者単価．重回帰分析における目的変数）は

プログラマの技術者単価に近づく．

このため，各役割の総参画割合が（各役割の単価を平均

した）技術者単価に影響することが考えられる．重回帰分

析の結果においても，プログラマの総参画割合が単価に影

響する要因と見なされた（変数選択法の結果，説明変数と

した採用された）．ただし，標準化偏回帰係数が正の値であ

ることから，プログラマの総参画割合が増加すると技術者

単価が上昇することになり，直感に反する結果となった．

多重共線性が発生していないかを確かめるために，プロ

グラマ総参画割合とその他の変数との相関係数を算出した

が，特に相関係数は大きくなかったことから，多重共線性

は影響していないと考えられる．

サブセット Bにおける，技術者単価とプログラマ総参画

割合の散布図を図 4 に，サブセット Aを用いた場合のも

のを図 5 に示す．前者の相関係数は 0.20であり，後者の

0.09よりも大きくなっていた．なお，後者についても負の

相関は見られなかった．本節の分析結果は，重回帰分析に

用いたプロジェクトのみの傾向である可能性があり，今後

さらなる分析が必要である．

4.5 開発言語との関係

開発では複数の言語が用いられる場合がしばしばある．

具体的には，開発全体の機能のうち 70%は Visual Basicで

行い，残りの 30%は Javaで行うことなどがある．本研究

では 50%以上用いられている言語を主開発言語とし，これ

に着目して分析した．また，分析データにおいて使用して

いる割合が高い言語（Javaなど）に着目して分析した．

図 5 プログラマ総参画割合と技術者単価との関係（サブセット

A：381 件）

Fig. 5 Relationship between percentage of whole participation

of programmers and unit cost of engineers (Subset A:

381 data points).

図 6 開発言語と技術者単価との関係（サブセット B：65 件）

Fig. 6 Relationship between programming languages and unit

cost of engineers (Subset B: 65 data points).

ソフトウェア技術者が，業務に必要とされるレベルです

べての開発言語を扱えることは少なく，技術者により用い

ることができる開発言語は異なる．そのため，ある言語が

扱える技術者の需要と供給のバランスにより，技術者単価

が異なることが考えられる．表 8 の重回帰分析の結果で

も，C言語を用いている場合と Visual Basicを用いている

場合に技術者単価が変化する傾向が見られた．それぞれの

標準化偏回帰係数は正と負であることから，前者を用いて

いると単価が高くなり，後者の場合は低くなることになる．

サブセット Bを用いた場合と，サブセット Aを用いた

場合の，技術者単価と開発言語との関係を図 6，図 7 に示

す．前者の場合では，重回帰分析の結果と同様に C言語を

用いていると単価が高くなり，Visual Basicを用いている

場合は低い傾向があった．ただし，後者の図では両者の間

で技術者単価の違いは見られない．両グラフとも，Javaの

場合は若干技術者単価が高い傾向があり，開発言語は技術

者単価に影響があると考えてよい．ただし，具体的にどの

言語を用いると，どの程度技術者単価が変化するのかにつ
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図 7 開発言語と技術者単価との関係（サブセット A：276 件）

Fig. 7 Relationship between programming languages and unit

cost of engineers (Subset A: 276 data points).

いては，さらなる分析が必要である．

なお，技術者の役割によって，開発言語が技術者単価に

与える影響は異なると考えられる．たとえばプログラマの

場合は開発言語を実際に用いて開発する必要があり，その

言語を用いる能力が求められるが，プロジェクトマネー

ジャが実際に言語を用いて開発することは少ない．分析に

用いたデータでは，製造工程へのプロジェクトマネージャ

の参画割合は 7%となっている．そのため，プロジェクト

マネージャの技術者単価に関して，開発言語の影響は小さ

いと考えられる．ただし，開発言語が開発対象システムの

特徴を間接的に示すことはありうる（Visual Basicが用い

られている場合，事務処理系のシステムであり，さらに金

融業の場合，勘定系システム以外で使われることが多いな

ど）ため，まったく影響がないともいえない．

4.6 アナリストの経験と能力との関係

経験豊富なアナリストが参画している場合，技術者単価

が高くなることが想定される．データには，プロジェクト

におけるアナリストの経験と能力の 5段階評価（数値が大

きいほど経験と能力が豊富）が記録されており，これを用

いた．重回帰分析より，アナリストの経験と能力に応じて，

技術者単価が変化するといえ，表 8 の偏回帰係数が正であ

ることより，経験と能力が高いほど技術者単価が高くなる

傾向があるといえる．

サブセット Bを用いた場合と，サブセット Aを用いた

場合の，技術者単価とアナリストの経験と能力との関係を

図 8，図 9 に示す．どちらの場合においても，重回帰分析

の結果と同様に，経験や能力が高いほど技術者単価が高い

傾向が見られた．

4.7 発注要件の明確度と安定度との関係

ソフトウェアの発注要件が不明確，不安定である場合，

ベンダが開発時のリスク発生時を考慮し，単価を高く設定

図 8 アナリストの経験・能力と技術者単価との関係（サブセット

B）

Fig. 8 Relationship between experience and performance of

system analysts and unit cost of engineers (Subset B).

図 9 アナリストの経験・能力と技術者単価との関係（サブセット

A：419 件）

Fig. 9 Relationship between experience and performance of

system analysts and unit cost of engineers (Subset A:

419 data points).

する可能性がある．データには，発注要件の明確度と安定

度を 5段階で評価したもの（数値が大きいほど安定，明確

であることを示す）が記録されており，これを分析に用い

た．重回帰分析の結果，発注要件の明確度と安定度に応じ

て，技術者単価が変化するといえ，表 8 の偏回帰係数が負

であることより，発注要件の明確度と安定度が高いほど，

技術者単価が低くなる傾向があった．

サブセット Bを用いた場合と，サブセット Aを用いた

場合の，技術者単価と発注要件の明確度と安定度との関係

を図 10，図 11 に示す．どちらの場合においても，重回

帰分析と同様の傾向が見られた．

4.8 先行モデルの流用と標準モデルの採用との関係

ソフトウェア開発では，既存のモデルを利用することが

ある．これにより，開発の効率や品質を高めること期待で

きる一方，そのようなモデルを適用できるようなプロジェ

クトでは，高いスキルの技術者が要求され，結果的に技術

者単価が高まる可能性もある．先行モデルの流用と標準モ
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図 10 発注要件の明確度・安定度と技術者単価との関係（サブセット

B）

Fig. 10 Relationship between clarity and stability of user re-

quirements and unit cost of engineers (Subset B).

図 11 発注要件の明確度・安定度と技術者単価との関係（サブセッ

ト A：446 件）

Fig. 11 Relationship between clarity and stability of user re-

quirements and unit cost of engineers (Subset A: 446

data points).

デルの採用の程度を 5段階で評価したもの（数値が大きい

ほど，既存モデルを利用できたことを示す）が記録されて

おり，これを用いた．

重回帰分析の結果より，先行モデルの流用と標準モデル

の採用の程度に応じて，技術者単価が変化するといえ，表 8

の偏回帰係数が負であることより，流用・採用の程度が高

いほど，技術者単価が高くなる傾向があるといえる．サブ

セット Bを用いた場合と，サブセット Aを用いた場合の，

技術者単価と先行モデルの流用と標準モデルの採用の程度

との関係を図 12，図 13 に示す．どちらの場合において

も，重回帰分析の結果と同様に，流用・採用の程度が高い

ほど技術者単価が高い傾向が見られた．

4.9 プロジェクト管理の経験と能力との関係

技術者（プロジェクトマネージャ）のプロジェクト管理

の経験と能力が高い場合，技術者単価も高くなると思われ

る．データには，プロジェクト管理の経験と能力を 5段階

図 12 先行モデルの流用・標準モデルの採用と技術者単価との関係

（サブセット B）

Fig. 12 Relationship between reuse of a previous model or ap-

plication of a standard model and unit cost of engi-

neers (Subset B).

図 13 先行モデルの流用・標準モデルの採用と技術者単価との関係

（サブセット A：446 件）

Fig. 13 Relationship between reuse of a previous model or ap-

plication of a standard model and unit cost of engi-

neers (Subset A: 446 data points).

で評価したものが記録されており，これを用いた．重回帰

分析では，プロジェクト管理の経験と能力に応じて，技術

者単価が変化するという結果となった．ただし表 8 の偏回

帰係数は負であり，経験と能力が高いと技術者単価が低く

なるという，直感に反する結果となった．

サブセット Bを用いた場合と，サブセット Aを用いた

場合の，技術者単価とプロジェクト管理の経験と能力との

関係を図 14，図 15 に示す．どちらの場合においても，中

央値（箱中の太線位置）については，経験と能力が高いほ

ど技術者単価が高い傾向があり，重回帰分析と逆の傾向が

見られる．詳細に見ると，サブセット B（図 14）では，経

験と能力が 1または 5のプロジェクト数が少なく，2から

4のプロジェクトでは，経験と能力が高くなるとわずかに

中央値が低くなっていた．これが重回帰分析の結果とグラ

フでの傾向が不一致となった原因であると考えられる．
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図 14 プロジェクト管理の経験・能力と技術者単価との関係（サブ

セット B）

Fig. 14 Relationship between experience and performance of

project management and unit cost of engineers (Sub-

set B).

図 15 プロジェクト管理の経験・能力と技術者単価との関係（サブ

セット A：446 件）

Fig. 15 Relationship between experience and performance of

project management and unit cost of engineers (Sub-

set A: 446 data points).

4.10 業種との関係

開発するソフトウェアの対象業種により求められる機能

や品質が異なる．たとえば金融業を対象とするソフトウェ

アの場合，比較的高い品質が求められることが多い．また，

開発規模も業種によって異なる．業種によりソフトウェア

の特徴が異なり，それにより必要とされる技術者も異なる

ため，業種が技術者単価に影響していると考えられる．

用いたデータにおいて，割合が高かった業種を分析対象

とした．重回帰分析の結果より，金融保険業を対象とする

システムの場合，技術者単価が変化する傾向が見られた．

表 8 に示すように，偏回帰係数が正であることから，金融

保険業の場合，技術者単価が他の業種と比較して高くなる

傾向であることになる．

サブセット Bを用いた場合と，サブセットAを用いた場

合の，技術者単価と業種との関係を図 16，図 17 に示す．

どちらの場合においても，中央値では，金融保険業の技術

者単価が低くなっていた．サブセット B（図 16）では，金

図 16 業種と技術者単価との関係（サブセット B：74 件）

Fig. 16 Relationship between business sector and unit cost of

engineers (Subset B: 74 data points).

図 17 業種と技術者単価との関係（サブセット A：318 件）

Fig. 17 Relationship between business sector and unit cost of

engineers (Subset A: 318 data points).

融保険業の技術者単価の中央値以下のプロジェクトが少な

く，技術者単価の（中央値ではなく）平均値で見ると，他の

業種よりも高くなっていた．これが重回帰分析の結果とグ

ラフでの傾向が不一致となった原因であると考えられる．

なお，金融保険業のシステムは比較的大規模であり，契

約金額が大きくなりやすく，結果的に技術者単価が低くな

りやすい可能性がある．たとえば技術者 1人，技術者費用

100万円，その他費用 10万円のプロジェクトの場合，技

術者単価は 110万円になるが，技術者 10人，技術者費用

1,000万円，その他費用 10万円のプロジェクトの場合，技

術者単価は 101万円と低くなる．

4.11 開発規模との関係

ソフトウェアの開発規模（開発する機能量）はプロジェ

クトにより大きく異なる．開発規模が大きい場合と小さ

い場合とでは，プロジェクトの体制（プロジェクトマネー

ジャの必要性や，必要な技術者数など）や，ソフトウェア

に求められる信頼性なども傾向が異なる可能性がある．

重回帰分析においても，開発規模（実績 FP）が技術者

単価に影響しているという結果になった．表 8 に示すよう
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図 18 開発規模と技術者単価との関係（サブセット B）

Fig. 18 Relationship between software size and unit cost of

engineers (Subset B).

図 19 開発規模と技術者単価との関係（サブセット A：220 件）

Fig. 19 Relationship between software size and unit cost of

engineers (Subset A: 220 data points).

に，偏回帰係数が負の値となったことから，開発規模が大

きくなると，技術者単価がやや低下する傾向であるといえ

る．これは前節で述べた，金融保険業と技術者単価との関

係と同様の理由であると考えられる．なお，表では開発規

模の偏回帰係数が最も小さく，分析に用いた変数の中では

最も単価への影響が小さいことに留意する必要がある．

サブセット Bを用いた場合と，サブセット Aを用いた

場合の，技術者単価と開発規模との関係を図 18，図 19 に

示す．どちらの場合においても，実績 FP（開発規模）が

おおよそ 2,000以上の場合，技術者単価が大きい（1を大

きく超える）プロジェクトが少ない傾向が見られた．これ

は重回帰分析の結果と合致しているといえる．

5. 考察

5.1 妥当性への脅威

内的妥当性：本研究で用いた説明変数以外に，価格に影

響する要因が存在する可能性がある．ただし，モデルの説

明力を表す R2は 0.44であり，目的変数（技術者単価）が，

ある説明変数と明確な関連がないことを考慮すると，用い

た説明変数で，目的変数をかなり説明できている（そのほ

かに価格に影響する要因が存在するとしても，その影響は

あまり大きくない）と考えられる．ここで，目的変数と説

明変数に明確な関連があるとは，たとえば工数見積りにお

ける工数（目的変数）と開発規模（説明変数）との関係を

指し，このような場合はモデルの説明力が高くなりやすい．

一方で，生産性を目的変数とすると，一般には，目的変数

に明確に関連する説明変数は存在しないため，説明力は低

下しやすい．

外的妥当性：本研究では，従業員数が多い企業から少な

い企業まで，多様な企業から横断的に収集されたデータを

用いて分析している．表 1 で示したように業種の偏りも比

較的小さく，さらに，二変量解析で用いたプロジェクトは

最小で 220件，最大で 446件であり，本研究の分析結果は

比較的外的妥当性が高いと考えられる．ただし，データの

収集対象企業は国内企業のみであり，日本国外の企業に対

する，分析結果の外的妥当性は不明である．日本国外の企

業における外的妥当性を高めることは今後の課題である．

5.2 分析結果の活用方法

本研究の分析結果をソフトウェア価格の推定に活用する

ための，標準的な手順を以下に示す．以下の手順では，プ

ロジェクト件数の多いサブセット Aから得られた図を用

いる．

1. 技術者単価に関連のある要因（開発言語など）の各

箱ひげ図（図 3 および図 7 から図 17）から，自社

があてはまっているデータで最も箱の大きさ（デー

タの散らばり）が小さいものを選ぶ．すべてあては

まっていない場合は，図 19 の散布図を選ぶ．

2. 手順 1 の図を参考に，単価を決定する．たとえば

図 7 において，開発言語（C言語）の場合の技術者

単価の中央値は約 0.9であるため，開発言語が C言

語ならば 1人月あたりの単価を 90万円とする．

3. COCOMO [1]などの工数見積り方法を用いて，見積

工数を人月単位で算出する．

4. 手順 2で求めた単価に手順 3で求めた工数を乗じ，

推定価格とする．

ただし，単価の分布には幅があり，開発言語が C言語の

場合の妥当な単価は，図 7 から分かるように 75万円（箱

の下辺）である可能性もあれば，100万円（箱の上辺）の可

能性もあることに注意が必要である．同様に，手順 3で求

めた工数にも誤差が含まれることに注意し，推定価格を絶

対視しすぎるべきではない．手順 3以降の代わりに，1章

で述べた価格推定方法を用いることも可能である．

ここで，分析結果が研究目的と分析目的 1，2をどのよ

うに達成しているかを述べる．4.1節の結果より，「技術者

単価の推定において会社規模に着目しなくてもよい」こと

を明らかにし，4.2節の結果より，「契約形態，開発言語，
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図 20 研究目的，分析目的，分析結果，活用手順の関係

Fig. 20 Relationships between goal of the study, purpose of the

analysis, analysis results, and the procedure of utiliza-

tion.

アナリストの経験と能力，発注要件の明確度と安定度，先

行モデルの流用と標準モデルの採用，業種，プロジェクト

管理の経験と能力，実績 FPに着目すると，技術者単価は

推定可能である」ことを明らかにした．これらにより分析

目的 1を達成した．

また，4.3節から 4.11節では，「4.2節で明らかにした要

因ごとに，技術者単価の分布を図 2，図 3 および図 6 か

ら図 19 に示す」ことにより，「要因別に見た技術者単価の

基準値」を明らかにした．これにより，分析目的 2も達成

した．

さらに，上記の図のうち，サブセット Aから得られたも

のを用いることにより上記手順 1，2が実施可能となった．

これにより「技術者単価の推定をできるだけ少ない誤差で

行うことを支援する」という研究目的が達成された．図 20

に研究目的，分析目的，分析結果，活用手順それぞれの関

係を示す．研究目的の達成のためには，手順 1，手順 2が

必要となる．手順 1を可能とするために，4.1節，4.2節の

分析結果（分析目的 1）が必要となる．また，手順 2を可

能とするために，4.3節から 4.11節の分析結果（分析目的

2）が必要となる．

6. おわりに

本研究では，ソフトウェア技術者の単価に影響する要因

を明らかにするとともに，要因が変化した場合，（1人月あ

たりの）単価がどの程度変化するのかについても示した．

要求分析，基本設計，詳細設計，製造，試験の開発工程が

実施されているプロジェクト 99件に対して重回帰分析を

行った結果，以下の傾向が見られた．

• 基本設計工程が請負の場合，技術者単価が低い傾向が
ある．

• アナリストの経験と能力が高い場合，技術者単価も高
い傾向がある．

• 発注要件の明確度と安定度が高い場合，技術者単価は

低い傾向がある．

• 先行モデルの流用と標準モデルの採用の程度が高い場
合，技術者単価も高い傾向がある．

• ソフトウェアの規模が大きい場合，技術者単価は低い
傾向がある．

上記については，欠損値をペアワイズ除去した 220から

446件のプロジェクトを，箱ひげ図（図 3 および図 7 から

図 17 のうちサブセット Aから得られたもの）を用いて分

析した場合でも同様の傾向が見られた．

分析では上記の要因の違いによる技術者単価の分布につ

いても示した．この分布を用いて，どの要因が変化すると，

どの程度単価が変化するかを，大まかにではあるが推定す

ることができる．これはソフトウェア開発の委託者（企業）

が価格の妥当性を検討する際に有用な情報となりうる．た

だし，箱ひげ図からも分かるように，技術者単価の分布は

比較的広いため，技術者単価の中央値は絶対視すべきでな

く，あくまで参考にとどめるべきである．

今後の課題は，さらに分析対象のデータを増加させ，委

託者による技術者単価の推定精度を高めることである．
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